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（百万円未満切捨て） 
１．19 年 9月中間期の連結業績（平成 19 年 4月 1日～平成 19 年 9 月 30 日） 
(1)連結経営成績                              （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 百万円    ％

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

33,940   4.6 
32,450   8.4 

1,482 △19.5
1,842   24.7

1,497 △22.3 
1,927   18.0 

844  △18.2
1,032     5.9

19 年 3 月期 65,870      3,711 3,990      2,305        
 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

  円 銭  円 銭 

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

19.19 
25.77 

19.10 
25.42 

19 年 3 月期 57.47 56.76 
(参考) 持分法投資損益 19 年 9 月中間期 42 百万円  18 年 9 月中間期 47 百万円  19 年 3 月期 32 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

56,531     
49,012     

18,725    
12,339    

32.7     
24.8     

394.58 
303.67 

19 年 3 月期 51,896     14,114    26.8     345.33 
(参考) 自己資本   19 年 9 月中間期 18,510 百万円  18 年 9 月中間期 12,163 百万円  19 年 3 月期 13,919 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

1,708    
1,043    

△3,251   
△1,186   

3,559    
△ 447    

5,677   
1,753   

19 年 3 月期 3,761    △1,859   △ 705    3,632   

 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

  円 銭  円 銭  円 銭

19 年 3 月期  － 10.00 10.00

20 年 3 月期  －  

20 年 3 月期（予想）  10.00 
10.00

 
３．20 年 3月期の連結業績予想（平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3 月 31 日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭

通 期 67,200   2.0 2,500 △32.6 2,600 △34.8 1,600 △30.6 34.11 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  無 
② ①以外の変更   無 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数(自己株式を含む) 
19 年 9 月中間期 46,977,832 株 18 年 9 月中間期 40,117,747 株 19 年 3 月期 40,371,554 株 

②期末自己株式数       
19 年 9 月中間期 65,877 株     18 年 9 月中間期 62,565 株     19 年 3 月期 64,066 株 

 (注) 1 株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、21 ページ「１株当
たり情報」をご覧ください。 

 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１.19 年９月中間期の個別業績(平成 19 年４月１日～平成 19 年９月 30 日) 
(1)個別経営成績                           （％表示は対前年中間期増減率） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円      ％ 百万円      ％

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

26,098  8.7 
24,013  8.3 

     1,172 △30.3
     1,682  31.6

     1,216 △31.7 
     1,780  29.0 

     661  △32.8
   984     26.2

19 年３月期 49,276   － 3,463    － 3,648    － 2,018     － 
 

 １株当たり中間 

（当期）純利益 

 円 銭

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

15.04 
 24.57 

19 年３月期 50.33 
 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

52,211  
44,845  

19,100  
13,521  

       36.6 
30.2 

407.13     
337.55 

19 年３月期 47,623  14,725  30.9 365.30  
(参考) 自己資本 19 年９月中間期 19,100 百万円 18 年９月中間期 13,521 百万円 19 年３月期 14,725 百万円 

 
 
２．20 年３月期の個別業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

（％表示は対前期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭

通    期 51,100   3.7 2,000 △42.2 2,100 △42.4 1,200 △40.5 25.58 

 
 
 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

 

１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

  ①当中間期の経営成績 

当中間連結会計期間における我が国の経済は、４～６月実質ＧＤＰの３四半期ぶりのマイナス

成長や７月に起った新潟県中越沖地震の影響もあり、一部に景気後退懸念がありましたものの、

企業の好調な輸出の伸びや企業収益の増加を背景とした堅調な設備投資に支えられ、安定成長で

推移してまいりました。 

     世界経済においては、米国での低所得者向け住宅融資（サブプライムローン）問題を契機に世

界的な株価下落や金融不安が発生しました。米国経済においては、この余波での景気後退懸念が

ありますものの、高成長が続く中国を中心にアジア経済は比較的順調であり、ユーロ圏も設備投

資を中心とした内需がけん引し好調に推移しております。 

    当社の主力商品であるフォークリフト業界におきましては、国内総需要台数としては前年同期

比３．４％増となりましたが、環境配慮からのバッテリー化の追い風もあり、バッテリー車の前

年同期比伸び率は総需要を上回る４．９％の増加となりました。 

    また、物流システム業界においても、省人化・省力化投資のニーズが引続いてありますが、同

業他社との競合や市場価格の下落などの影響もあり、商品価格面では厳しい環境が継続すること

になりました。 

    このような経済環境下、当社グループはバッテリーフォークリフト専業の強みに加え、保管・

搬送の複合システム技術を生かした商品の提供、また、顧客満足を優先させたサービスの提供な

ど、営業・サービス一体となった活動を推進するとともに、自動車メーカーとのシステム協業体

制の構築など、業種別プロジェクト活動を推進し、顧客にあった商品開発や販売促進を進めてま

いりました。 

    また、生産面では、増産・合理化対応を図るべく、滋賀工場での新機械工場の建設、京都工場

での新出荷センター建設を進め、本年８月に稼動させております。 

これらに加え、経営管理面では、海外調達や内製化を含めたコストダウン活動、経費や間接業

務を含めた総事業コスト削減に取り組むとともに、人材育成や内部統制機能の充実等、企業体質

改善の諸施策を更に強化、実施し、企業収益重視の経営を推進してまいりました。 

     当中間連結会計期間の売上高は、産業車両部門の内、国内バッテリーフォークリフトはバッテ

リー化の伸展で需要が伸び、前年同期比１％の増収、また、輸出も中国を中心としたアジア地域

への拡販戦略やロシアなどの新規市場開拓が功を奏し２７％の増収となり、産業車両部門全体で

は前年同期比６％の増収となりました。物流システム部門では、当社の得意とする搬送・保管の

複合システムの大型物件の売上がありましたが、全体としては、販売競争の激化等があり前年同

期比７％の減収となりました。 

    また、その他部門では、巻取機製品が液晶関係企業の新規設備投資増加により、前年同期比 

１０７％の大幅な増収となり、その他部門は前年同期比４７％の増収となりました。 

その結果、売上高合計は３３９億４千万円と前年同期比５％の増収となりました。 

しかし、損益面では、設計段階からのコストダウン、経費の削減等に努めましたが、物流機器業

界での過当競争による販価下落に加え、非鉄金属、原油等の素材価格の高騰等により、遺憾なが

ら、経常利益は１４億９千７百万円と前年同期比２２％の減益となりました。    

3



日本輸送機㈱（7105） 平成 20 年 3月期中間決算短信 

また中間純利益は工場建設に伴う設備廃棄損などを特別損失に計上しましたので、前年同期比

１８％減の８億４千４百万円となりました。 

②通期の見通し 

     わが国の経済情勢は、デフレ脱却の兆しはあるものの物流機器業界においては、依然、価格面

での厳しい状況が続くものと思われます。また、素材価格の更なる上昇が懸念されることや工場

建設による償却費負担が発生しますが、フォークリフト市場は環境問題の高まりからバッテリー

化が進行しており、物流コスト削減の顧客ニーズも高く、また、海外では中国を中心にアジア経

済は引き続き高い成長が期待されます。 

このような状況下、当社は、特定業種・市場へのプロジェクト活動の強化、物流システム事業

における顧客満足向上を目指したシステムサービスセンター部門の新設、海外での販売力強化や

コスト競争力・品質管理の強化などの一連の経営方針の遂行に加え、三菱重工業（株）との提携

強化による販売・開発・購買面での効果の早期実現を図るとともに、経営の迅速化、企画力・実

行力の強化など「企業体質の改善」による競争力の強化に努め、業績向上に邁進する所存であり

ます。 

 

（２）財政状態に関する分析 

  ①資産、負債、純資産の状況 

    当中間連結会計期間末における資産総額は５６５億３千１百万円となり、前連結会計年度末

より４６億３千５百万円増加となりました。これは主に現金及び預金、売上増加による受取手

形及び売掛金、設備投資増加による有形固定資産の増加によるものです。 

負債総額は３７８億５百万円となり、前連結会計年度末より２千４百万円増加となりました。

これは主に仕入増加に伴う支払手形及び買掛金の増加と長期借入金の返済による減少及び新株

予約権付社債の株式への転換による減少がほぼ均衡する状況となったことによるものです。 

また少数株主持分を除く純資産につきましては、１８５億１千万円となり、前連結会計年度

末より４５億９千１百万円増加となりました。これは主として第三者割当増資及び新株予約権

の行使による資本金及び資本準備金の増加と当連結中間純利益による利益剰余金の増加による

ものです。 

  ②キャッシュ・フローの状況 

   営業キャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益１４億５千６百万円、減価償却費１２億

６千万円および法人税等の支払５億 7千 7百万円、売上債権の増加４億１千９百万円等により１

７億８百万円の増加（前連結会計年度３７億６千１百万円の増加）となりました。 

    投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出３２億１千７百万円等

により３２億５千１百万円の減少(前連結会計年度１８億５千９百万円の減少)となりました。 

   財務活動によるキャッシュ・フローは、株式発行による収入４１億９千５百万円等により３５

億５千９百万円の増加（前連結会計年度７億５百万円の減少）となりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の現金および現金同等物の期末残高は、５６億７千７百万円とな

り前期末残高に比べ２０億４千５百万円増加いたしました。   
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③キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成16年3月期 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期 
平成 20 年 3 月 

中間期 

自己資本比率 13.3％ 15.9％ 24.5％ 26.8％ 32.7％

時価ベースの自己資本比

率 
27.4％ 32.5％ 79.6％ 54.4％ 50.8％

キャッシュ・フロー対有

利子負債比率 
2.6 年 2.7 年 2.3 年 2.1 年 2.3 年

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ 
47.3 倍 48.8 倍 41.8 倍 33.8 倍 35.2 倍

    自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

   ２．株式時価総額は自己株式を除く発行済み株式数をベースに計算しています。 

   ３．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しています。 

   ４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての 

負債を対象としています。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当社は、その期の収益状況に対応し、株主各位への配当の充実と企業基盤確立のための内部留保 

とのバランスに配慮した利益配分を行うことを基本としております。 

前期の配当は、普通配当８円に平成１９年８月に創立７０周年を迎えたことによる創立７０周年

記念配当 1株２円増配し、計 1株当たり１０円配当を行いました。当期末配当は、普通配当として 1

株当たり１０円とする予定です。 

   今後も、株主の皆様への利益還元を経営の重点課題と認識し、業績向上に向けた企業体質の構築 

に努めてまいります。  

 

（４）事業等のリスク 

  ※ 最近の有価証券報告書（平成１９年６月２８日提出）から新たなリスクが顕在化していないた 

    め、記載を省略します。当該有価証券報告書は、次のＵＲＬからご覧頂くことができます。 

    （当社ホームページ） 

      http://www.nichiyunet.co.jp 

        （金融庁ホームページ） 

      https://info.edinet.go.jp/EdiHtml/main.htm 
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２．企業集団の状況 

当企業集団は、当社および子会社３２社（うち連結子会社３０社、持分法適用非連結子会社２社）

と関連会社８社（うち持分法適用会社６社）により構成され、その主な事業は、産業車両・物流シス

テムおよびその他の製品の製造、販売および保守サービス、ソフトウェア開発を営んでいます。企業

集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりです。 

 

  

 山梨ニチユ㈱ 

 ㈲沖縄ニチユ 
 （九州ニチユ㈱より当社製品購入）

製   品 
産業車両部門 
物流ｼｽﾃﾑ部門 
その他部門 

製   品
産業車両部門 
物流ｼｽﾃﾑ部門 
その他部門 

海外連結子会社 11社 

NICHIYU  FORKLIFT  EUROPE  S.A.S.. 
NICHIYU  ASIA  PTE.LTD.. 

   力至優叉車（上海）有限公司  

他7社

上海力至優叉車製造有限公司 製   品 
（産業車両部門） 

製   品
（産業車両部門）
部 品 供 給 

製   品 
産業車両部門 
物流ｼｽﾃﾑ部門 
その他部門 

持分法適用非連結子会社 2社

 ㈲千富士オート 
 （東京ニチユ㈱より当社製品購入）
 ㈱塚本商店 
 （京滋ニチユ㈱より当社製品購入）

関連会社 ６社(持分法適用会社)

 東海ニチユ㈱ 

 北関東ニチユ㈱ 他４社 

製   品 
（産業車両部門） 

製   品 
産業車両部門 
物流ｼｽﾃﾑ部門 
その他部門 

製   品
産業車両部門 
物流ｼｽﾃﾑ部門 
その他部門 

製   品
（産業車両部門）

大阪ニチユ㈱
東京ニチユ㈱ 
九州ニチユ㈱ 
中国ニチユ㈱ 他11社 

 

テクノニチユ㈱ 
 
 
 
ニチユマシナリー㈱ 
 
 
 
ニチユプラントサービス㈱
 
 
 
ニチユビジネスサービス㈱

製   品 
（その他部門） 

製   品
産業車両部門 
物流ｼｽﾃﾑ部門 
その他部門 

ｿﾌﾄｳｪｱ等開発・委託
 

（物流システム部門）

製   品 
産業車両部門 
物流ｼｽﾃﾑ部門 
その他部門 

損害保険  他 
（その他部門） 

 

損害保険  他
（その他部門） 

 

製 作 外 注 
製     品 
（その他部門） 

物流ｼｽﾃﾑ施工及び保守 
 

（物流システム部門） 

関連当事者 
㈱ジーエス・ 
ユアサ 
パワーサプライ 

 
 
 
 
 
 
当 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
社 
 

 
 
 
 

 

 

 
産業車両 
部  門 
 

 

 

 

 

 
物流ｼｽﾃﾑ 
部  門 
 

 

 

 

 

 

 

 
その他 
部 門 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内連結子会社 19社 

 
 
 

 

得

 

 

 

 

 

 

 

意

 

 

 

 

 

 

 

先

原材料 

部 品 

※ 

製   品
産業車両部門 
物流ｼｽﾃﾑ部門 
その他部門 

 

※ 三菱重工業㈱及び㈱ジーエス・ユアサパワーサプライは、当社の主要株主であります。 

  三菱重工業㈱は、当社が平成19年6月8日に同社に対し第三者割当増資を行い、その結果、

同社は当社発行済株式総数の20.0％を有することになり、主要株主となりました。 

※ ニチユプラントサービス㈱は清算手続中であります。 

持分法非適用関連会社 ２社 

製   品 
産業車両部門 
物流ｼｽﾃﾑ部門 
その他部門 

三菱重工業㈱ 
三菱重工フォークリフト販売㈱ 

製品     製品

製品・部品 

※

※
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、総合物流機器メーカーとしての地位を確保すべく、「お客さまの満足する物流機

器およびシステムを提供する。」という理念の下、当社グループのあらゆる活動を「お客さま本位」

「品質本位」の観点で推進するとともに、お客様の目線での提案や多種多様な総合物流機器を提供出

来る企業体質の構築を実現することにより、すべてのステークホルダーに信頼され、魅力ある企業と

なるために企業価値の向上へ向けた経営活動を進めております。 

（２）目標とする経営指標 

当社グループは、連結売上高経常利益率を重視し、５％以上を目標にしております。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、創立７０周年の節目にあたる平成２０年３月期を最終年度とする中期経営計画

「ステップアッププラン７０」のもと、企業体質改善・事業基盤強化・収益構造改革の基本戦略に沿

った諸施策を実行しており、これにより４年先の平成２３年３月期の目標を見すえた事業基盤強化に

取り組んでおります。 

 

（平成２３年３月期目標） 

  ・国内フォークリフトシェアー第２位の獲得 

  ・海外売上比率２０％の達成 

  ・物流システム部門の売上倍増と黒字化 

 ・コンポーネント外販事業等の新規事業創出 

 

  「ステップアッププラン７０」は、企業体質改善として「顧客第一主義の風土醸成」「人材育成体

制の強化」「コンプライアンス重視の経営」「ＩＴ活用による業務効率化」、事業基盤強化として「生

産体制の再編」「国内販売力の強化」「海外事業機能の強化」「要素技術開発の強化」、収益構造改革と

して「コストダウンの推進」「事業分野の拡大」「物流システム事業の黒字化」「提案力・サービス力

の強化」を基本方針として施策を推進しております。 

  また、本年６月に三菱重工業（株）に対する第三者割当増資を実施し、同社との提携を強化いたし

ました。 

  具体的な提携内容としましては、 

  (1)カウンターバランス型バッテリーフォークリフトの共同開発 

 (2)特定海外市場向けリーチ型フォークリフトのＯＥＭ供給 

 (3)国内販売の強化 

でありますが、今後、両社の強みを生かした提携により、両社の増収・増益を図る所存でございます。 
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４．中間連結財務諸表等

　（１）中間連結貸借対照表 （単位：百万円未満切捨）

当中間連結
会計期間末

前中間連結
会計期間末

前連結
会計年度末

前期比増減

(平成19年9月30日) (平成18年9月30日) (平成19年3月31日) （△）

30,213 26,102 27,759 2,453

5,677 1,753 3,632 2,045

18,594 18,113 18,068 526

4,324 4,515 4,816 △ 492

1,013 977 981 32

706 797 383 323

△ 103 △ 54 △ 122 18

26,318 22,910 24,136 2,181

17,246 13,955 14,935 2,310

5,998 4,183 4,410 1,587

5,171 3,676 3,867 1,304

1,178 1,062 1,063 114

4,107 4,177 4,073 33

789 856 1,520 △ 730

102 95 99 2

102 95 99 2

8,969 8,859 9,101 △ 131

6,690 6,818 7,025 △ 334

41 9 8 32

1,749 1,545 1,576 173

511 505 513 △ 2

△ 22 △ 19 △ 22 0

56,531 49,012 51,896 4,635

投 資 有 価 証 券

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

施 設 利 用 権 等

２．無 形 固 定 資 産

リ ー ス 車 両

土 地

そ の 他

資 産 合 計

期　別  

  科　目

（ 　資　　産　　の　　部 　）

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

３. 投資その他の資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建 物 及 び 構 築 物

Ⅱ 固 定 資 産

１．有 形 固 定 資 産

Ⅰ 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産
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（単位：百万円未満切捨）

当中間連結
会計期間末

前中間連結
会計期間末

前連結
会計年度末

前期比増減

(平成19年9月30日) (平成18年9月30日) (平成19年3月31日) （△）

26,864 25,185 25,878 986

16,864 16,256 16,426 437

2,920 3,427 2,812 107

1,032 695 615 417

2,362 1,779 2,225 136

841 981 794 47

1,423 1,295 1,368 55

61 45 85 △ 24

807 92 727 79

550 611 822 △ 271

10,941 11,488 11,903 △ 962

- 220 120 △ 120

3,748 3,981 4,488 △ 739

50 47 62 △ 12

6,954 7,099 7,056 △ 102

182 136 169 12

6 3 6 0

37,805 36,673 37,781 24

16,524 10,189 11,742 4,781

4,890 2,669 2,719 2,170

3,299 1,079 1,129 2,170

8,364 6,469 7,923 441

△ 31 △ 29 △ 30 △ 1

1,986 1,973 2,176 △ 189

2,017 2,186 2,256 △ 238

- 154 - - 

△ 30 △ 366 △ 79 49

214 175 195 19

18,725 12,339 14,114 4,611

56,531 49,012 51,896 4,635

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

１年以内に返済する長期借入金

未 払 金 及 び 未 払 費 用

期　別　　

　科　目

Ⅰ 流 動 負 債

（ 　負　　債　　の　　部 　）

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

（ 　純　　資　　産　　の　　部　 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等

Ⅲ 少 数 株 主 持 分

為 替 換 算 調 整 勘 定

負 債 合 計

Ⅰ 株 主 資 本

土 地 再 評 価 差 額 金

Ⅱ 固 定 負 債

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

役 員 退 職 給 与 引 当 金

利 益 剰 余 金

未 払 税 金

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

設 備 関 係 支 払 手 形

そ の 他

新 株 予 約 権 付 社 債

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

9



日本輸送機㈱（7105） 平成 20 年 3月期中間決算短信 

（２）中間連結損益計算書

（単位：百万円未満切捨）

金 額 比 率 金 額 比 率 金 額 比 率

Ⅰ 33,940  100.0% 32,450  100.0% 1,489 65,870  100.0%

Ⅱ 26,040 76.7 24,624 75.9 1,415 50,045 76.0 

売 上 総 利 益 7,899 23.3 7,825 24.1 74 15,824 24.0 

Ⅲ 6,417 18.9 5,983 18.4 434 12,113 18.4 

営 業 利 益 1,482 4.4 1,842 5.7 △ 359 3,711 5.6 

Ⅳ 150 0.4 160 0.5 △ 10 477 0.7 

受 取 利 息 10 9 0 21

受 取 配 当 金 32 27 5 52

為 替 差 益 20 28 △ 8 197

持分法による投資利益 42 47 △ 5 32

そ の 他 44 48 △ 3 173

Ⅴ 135 0.4 75 0.3 59 197 0.3 

支 払 利 息 49 54 △ 4 112

そ の 他 86 21 64 85

1,497 4.4 1,927 5.9 △ 430 3,990 6.1 

Ⅵ 18 0.1 1 0.0 17 34 0.1 

Ⅶ 59 0.2 127 0.3 △ 67 518 0.8 

1,456 4.3 1,802 5.6 △ 345 3,506 5.3 

656 1.9 786 2.4 △ 129 1,289 2.0 

△ 55 △0.1 △ 18 △0.0 △ 37 △ 96 △0.1 

11 0.0 1 0.0 9 8 0.0 

844 2.5 1,032 3.2 △ 188 2,305 3.5 

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

税金等調整前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

前中間連結会計期間

自 平成18年4月　1日
至 平成18年9月30日

前連結会計年度

自 平成18年４月 1日
至 平成19年3月31日

増　減

（△）

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

当中間連結会計期間

自 平成19年4月　1日
至 平成19年9月30日

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

期　別　

　科　目

特 別 利 益

特 別 損 失








































